
○白石町木造住宅耐震診断補助金交付要綱 

平成２９年３月３１日 

訓令乙第４５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震に対する建築物の安全性の向上を図るため、町内におけ

る木造住宅の耐震診断を実施する民間建築物の所有者等に対し、予算の範囲内に

おいて補助金を交付することとし、その補助金については、白石町補助金等交付

規則（平成１７年白石町規則第４５号。以下「規則」という。）及びこの要綱に

定めるところによる。 

（耐震診断） 

第２条 補助の対象となる耐震診断は、別表第１に定めるところによる。 

（補助事業者等） 

第３条 規則第２条第３号に規定する補助事業者は、別表第２に定める事業を実施

する建築物の所有者又は当該所有者に代わり耐震診断に要する経費を負担するも

ので町長が所有者に準ずると認めるもの（以下「所有者等」という）とする。 

２ 前項の所有者等は、次のいずれにも該当するものであってはならない。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３） 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を

与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど

直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

３ 所有者等は、前項第２号から第７号までに掲げる者が、その経営に実質的に関

与している法人その他の団体又は個人であってはならない。 

４ 所有者等は税金等の滞納があってはならない。 



（補助金額） 

第４条 補助金の額は、別表第３に定めるところによるものとし、その額に１，０

００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

（補助金交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする所有者等は、白石町木造住宅耐震診断補助

金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条の申請書の内容を審査し適当と認めるときは、白石町木造住

宅耐震診断補助金交付決定通知書（様式第２号）により所有者等に通知するもの

とする。 

２ 町長は、前項の交付決定をする場合において必要があるときは、補助金の交付

について条件を付することができる。 

（補助金交付申請の取下げ） 

第７条 所有者等は、前条の規定による交付決定の通知を受けたあとに事情により

事業を中止する場合は、速やかに白石町木造住宅耐震診断補助金交付申請取下げ

届（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

（補助事業の内容変更） 

第８条 所有者等は、第６条の規定による交付決定の通知を受けたあとに補助事業

の内容を変更するときは、速やかに白石町木造住宅耐震診断補助金交付変更申請

書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の変更申請書の提出があったときは、該当変更の内容を審査し適

当と認めるときは、交付決定の内容を変更できるものとする。この場合において

町長は、白石町木造住宅耐震診断補助金変更交付決定通知（様式第５号）により

申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 所有者等は、補助事業が完了したときは、速やかに白石町木造住宅耐震診

断完了実績報告書（様式第６号）に関係書類を添えて町長に報告しなければなら

ない。 

（補助金の額の決定） 



第１０条 町長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に

係る補助事業の成果が補助金交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合する

ものであるかどうかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、白石町木造住宅耐震診断補助金額確定通知書（様式第７号）によ

り所有者等に通知しなければならない。 

（補助金の請求） 

第１１条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた所有者等は、白石町木

造住宅耐震診断補助金交付請求書（様式第８号）を町長に提出し、補助金交付の

請求をするものとする。 

（補足） 

第１２条 この要綱のほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

耐震診断の方法等 

（

１）

（財）日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める「一

般診断法」による耐震診断 

（

２）

（社）プレハブ建築協会の「木質系工業化住宅の耐震診断法」 

（

３）

（１）から（２）外で、一戸建て住宅の耐震診断法として、特別に町長が認め

るもの 

別表第２（第３条関係） 

事業名 対象耐震診断 対象建築物 

木造住宅耐震

診断事業 

佐賀県木造住宅耐震診断登

録建築士（一般社団法人佐

賀県建築士会及び一般社団

法人佐賀県建築士事務所協

会において登録された建築

士で、建築士事務所に属す

次の要件をすべて満たす建築物とする。

（１）所有者等が自ら居住する木造一戸

建ての専用住宅 

（２）本町内で昭和５６年５月３１日以

前に着工された建築物（昭和５７年１

月１日に存在していたことが不動産



るもの）による第２条の耐

震診断 

登記簿又は固定資産台帳により確認

できる建築物は、昭和５６年５月３１

日以前に着工された建築物と見な

す。） 

別表第３（第４条関係） 

補助対象経費 補助額 

木造住宅の耐震診断に要する経費 

○ただし上限額は次のとおりとする。 

・現況図面がある場合 ６０，０００円 

・現況図面がない場合 ９０，０００円 

補助対象経費の６分

の５以内 

 


